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論文
経済社会発展計画に関する若干の政策的批判
松原 藤由
資本主義経済における安定成長を実現するための中期（経済）計画（昭和39年
-43年度）に代わる長期経済計画ないし総合経済計画が昭和42年3月に閣議決
定をみた経済社会発展計画（昭和42年ー 46年度）であり， それには副題として
「40年代への挑戦」という言葉が付記されている。いまこの計画の基本的構想
を指針とする経済政策を仮りに「経済社会発展政策」と呼称し，ここに若干の
批判的考察を試みる。
周知の如く， 経済社会発展計画の基本的構想は， 経済発展計画（経済開発）
と社会発展計画（社会開発）が相対立するものとしてでなく， 相互に助け合い
ながら経済社会の均衡のとれた発展が実現できるように，それらを調和のとれ
た1つの計画に統合しつつ，かつ高度成長の経済的「ひずみ」をも前向きに是
正しようと政策中心に企画されたものである。もとよりこれは政府ないし計画
作成者の見解である。そこで先ず経済社会発展計画を素描してみよう。この計
画は昭和40年代の課題として， (1)経済成長と物価安定の両立（物価の安定と生産
の拡大）， (2)効率のよい経済への再編（生産要素の配分の改善と産業体制の整備），
(3)新しい地域社会の建設（社会的必要の充足と特定地域および産業の保護育成）をあ
げている。
もっとも以上の課題は昭和30年代のわが国経済の反省と昭和40年代の展望よ
り取りあげられたものである。すなわち昭和40年代の反省としては， (1)経済成
長要因の変化（民間企業設備投資の伸びの鈍化）， (2) 設備投資パターンの変化~
造業中心より第3次産業投資に変化）， (3)企業経営内容の悪化（自己資本比率の低下），
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(4)財政収支の悪化（税収の伸びの相対的鈍化）， (5)消費者物価の持続的上昇， (6)国
際収支パターンの変化（資本収支の赤字傾向），等が高度成長過程で生じた問題と
して意識されている。また昭和40年代の展望としては， (1)全面的国際化， (2)労
働力不足の本格化， (3)都市化の一層の進展，などを取りあげ，これらがわが国
経済社会に与える条件の変化であると予想している。もとより昭和40年代の，
わが国経済に影曹を与える内外の条件変化は以上に加うるに， (4)発展途上国の
追い上げ， (5)低開発国関税，すなわち特恵関税の供与， (6)財政の硬直化， (7)国
際通貨不安（ドル防衛，昭和42年のイギリスのボンド引下げ，金の二重価格制， 昭和44
年のフラン引下げ，マルク引上げ， SDRの成立など一連の諸現象）， 等が数えられる
であろう。
ところで経済社会発展計圃でぱ，上記の昭和40年代の政策課題を達成する政
策手段の体系として， 3本の柱，すなわち 3大重点政策が打ち出されている。
第 1が物価の安定，第 2が経済の効率化，第 3が社会開発の推進，である。以
上の課題とその内容をなす政策体系を経済社会発展計画の全文から抽出して要
約すれば概ね次の如くである。
〔1〕 物価の安定 (1)農業， 中小企業，流通などにおける低生産性部門近代化のため
の構造政策の推進， (2)カルテル，輸入制限，等各種の施策により不当に保護されていた
面を改善するとともに，新しい流通方式や企業形態を積極的に確立するなど，競争条件
の整備， (3)供給載の増大と輸入の活用， (4)労働力の有効活用， (5)消費者選択のための条
件整備， (6)政府関与価格の安定化， (7)地価の抑制， (8)世論反映のための機構整備）
〔2〕 経済の効率化 ((1)産業の効率的構造への再編， (2)金融体制の整備と資本市場の
育成， (3)労働力の流動化と活用， (4)士地の有効利用， (5)行政財政の効率化）
〔3〕 社会開発の推進 Gl大都市．蛾方都市，農村を通じての豊かな地域社会の建設，
(2)生活環境施設の整備， (3)都市化やオートメーション化の普及による人間疎外傾向の排
除についての施策の充実， (4)国民福祉の向上をはかるため社会保障の充実） ／ 
以上の如き政策目標相互間の調和および政策手段の斉合性を図るために，政
府ないし計両作成者は，最重点を経済の効率化においている。何故ならば政府
は「3つの政策的課題は相互に独立したものではない。物価の長期安定は，資
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源の最適配分による経済の効率化によって可能であるが，同時に物価の安定
は，効率的な経済活動と充実した国民生活の前提条件である。昭和40年代にお
いては社会開発も経済の効率化に基づく経済規模の拡大なしには持続的進展を
期待しえない。しかしそれと同時に，経済の効率化も国民の創意とエネルギー
を不断に培掟するための社会開発の推進によってはじめて達成されるものであ
る」1)と述べているからである。なお経済社会発展計画の全文は「第1部総説，―
第 1章計画の性質，第 2章計画の目的，第 3章 3大重点政策，第 4章
経済社会発展基盤の整備，第 5章均衡のとれた成長の推持，第6章 計画の
実施。第 2部 目的達成のための重要政策，第 1章物価の安定，第2章経
済の効率化，第 3章 社会閲発の推進，第 4章 長期的経済成長条件の整備，
第 5章社会資本の整備。第 3部財政金融政策」から構成されている。そし
てこの計画では，最終の昭和46年度の国民総生産は実質（昭和35年価格） 40兆 2
千億円で，計画期間中の 5カ年平均実質経済成長率は 8.2%と規定され，消費
者物価の上昇率は次第に鈍り計画の最終年次である昭和46年には3%台にな
り， 社会資本のバランスも回復し民間投資に対する公共投資の比率は 1対0.6
(100飴対60形）になろことに評価されている。
以上は当初における経済発展計画の素描であるが，このような経済計画を指
針とする実践化の諸措置として，政府は先ず短期の経済見通し（国の内外経済情
勢の推移を考慮しつつ国民総生産一国民所得統計上の国民総支出を中心にして作成され
る）と経済迎営の基本的態度（目標）および重点的な経済政策の方向を， 当該
年度の総合資金需給見込み試算および予卵編成とあわせて明らかにする。私見
によれば，これが経済計画を指針とする実践化の諸措置（基本的政策と個別的対
策）としての政策の形成，すなわち経済政策の体系化（政策目標の選好，政策相互
間の調整，政策手段の選択，政策手段・政策用具の斉合性の樹立）である。このような
政策形成過程を経て実践としての，現実の経済政策は成立するにいたるのであ
るが，既に拙著の『経済政策の論理構造』において述べている如く，一般的に
いえば，経済政策は目的・手段の複雑な階層構造を有し，しかもそれは上下の
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関係のみではなく縦と横の関係としての階層構造を有する存在なのである。し
たがって経済社会発展計画を指針とする経済政策も，その例外ではないであろ
う。
しかしながら以上述べたことは，一般的にいえることであって，現実の経済
社会発展政策には，重点的政策課題に対する資金手段の欠如，政治的配慮から
の経済数値，例えば成長率，物価上昇率などの低評価，政策相互間の不調和，
政策手段・政策用具の斉合性の不備など総合調整を必要とする諸問題が存在ず
ることはいうまでもない。そこで以上の諸問題について，次の 2方面ょり，す
なわち先ず当初計画と実績の「ずれ」の問題について，次に政策一般論として
の，政策の総合調整の問題として，以下，簡潔に批判的に考察する。
経済社会発展政策が実施されて以来，僅か 1年有余にして，早や当初計画と
実績のずれが著しく計画の修正ないし調整が必要とされている。すなわちわが
国の退しい経済成長力は計画の 5カ年平均実質経済成長率の8.2彩を著しく追
い越し，昭和42年， 43年， 44年，既に実質経済成長率は12彩台より13彩台に達
し，問題の消費者物価も 5彩をはるかに超える上昇を示し，また比較的に安定
していた卸売物価も上昇気配に転じ，このことが安定成長の 1つの要件である
物価問題の解決には賃金，物価を総合判断する所得政策の導入が必要ではない
かと真剣に取りあげられてきている 2)。また経済社会発展政策に重要な社会資
本についてみると，社会資本の立遅れは著しい。すなわち民間投資に対する公
共投資の比率（実質）は100彩対60彩が目標であるが，実績は，昭和41年度が55
鍬昭和42年度が47%,昭和43年度が44彩と一貫して低下傾向が続いている。
この結果，国民総生産に占める政府固定資本形成の比率（実質）も昭和41年度
9.2彩，昭和42年度8.9%,昭和43年度8.9彩と計画目的の 11.6彩を下回ってい
るs)。ここのようなことは既に計画作成者も気付いている如<'経済数値の低
評価ないし過小評価に問題があるとともに，また目標達成のための資金手段の
欠如，すなわち計画に対する政策コストの裏付けや，その財源肉付けにも不備
があり，この 2つのことが経済社会発展計画ないし政策の，いわば失敗の最大
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の原因である。
次に政策一般論の問題としての総合調整の問題，すなわち相互間の調和，政
策手段・政策用具の斉合性についてみると，・政策主体は国家，具体的には政府
および狭義の公共団体，更にそれらに準ずる団体であるが，しかしながら計画
や政策の真の策定者は果して政府，政党，各種の審議会，各行政官庁，のいず
れであるか，官庁のセクショナリズムが強く，更に圧力団体または利益団体の
影響も大きく，また行政機構の近代化が遅れているわが国の現状では，政策の
総合調整が，もとより難しい問題ではあるが，果して正しい方法で充分に行な
われているかは疑問である。もっとも，この総合調整という問題は政策目的が
多様化する場合に特に必要であり，また困難であることはいうまでもない。こ
の点については後述する。なお総合調整の不充分ということは，最近になって
生起している経済問題が経済社会発展計画の修正ないし補正作業を必要ならし
めていることによっても明らかといえよう。ここに最近の経済問題とは，高度
成長の「ひずみ」や「壁」の問題， 財政の硬直化と食管制度（赤字会計）の問
題，産業再編成過程における大型合併をめぐる国内競争と国際競争の兼ね合い
と独占禁止政策との問題，などを意味するが，これらの諸問題は，帰するとこ
ろ，経済政策の重要な課題であり，その解決は，また一貫した政策体系の樹立
と総合調整の問題でもある。以上要するに，経済社会発展計画ないし政策には
実績の「ずれ」と総合調整の必要が目立ってきたのである。
それ故に政府は，昭和43年末に経済政策運営の重要な指針である経済社会発
展計画の改定ないし補正作業をすることを明らかにした。しかし昭和44年には
いっても続く，いわゆる大型景気とその過熱，物価の依然たる上昇傾向，昭和
42年9月頃までと異なる国際収支の黒字基調の定着化，全面自由化による国際
化時代，といった内外条件の変化に対応するためには，計画の「手直し」を意
味する補正では片付かないことが予想されるにいたったので，昭和44年9月に
政府は補正から新計画へと，ここに新しい経済社会発展計画（昭和45年ー 50年度）
の作成に着手することになった。もとより新しい経済計画は新しい経済政策を
5 
576 関西大學『純清論集」第19巻第5号
必要とする。しかしここに新計画が如何なる内容のものであるかは予想しえな
いが，わが国経済をめぐる内外条件の変化から，わが国に要請されることは，
これまでの経済的繁栄を支えてきた諸要因を更らに強化し，引続き適正な高い
成長（高成長ではなく安定成長）を図っていくとともに， その成果を経済的， 社
会的アンバランスの解消に向けること，および国際社会への積極的参加と協
ヵ，などであるから，新計画における主要な判断基準は「全面的国際化の瑞
入」と政策の主成果の国民生活への配分，すなわち「生活優先」ということで
あろう。このことは新計画策定上の重要な課題として， (1)国際的視点にたつ経
済の効率化， (2)物価の安定， (3)社会開発の推進， (4)適正な経済成長の維持と発
展基盤の培養，等が経済審議会総合部会において既に指摘されていることから
みて明らかである。
ところで，わが国の経済計画や経済政策の構造ないし体系を考察する場合に
いえることは， 政策が概して総花的に羅列され， その総合調整が不充分であ
り，かつ政策が朝令暮改的である感じさえするのである。そこで参考までに，
昭和44年度に発表された政府関係の経済政策の諌題や方向などについて，これ
を要約し列挙してみよう。先ず経済企画庁は，昭和43年度の経済実績と昭和44
年度の経済見通し（昭和44年1月27日内閥厳決定）をふまえて，経済運営の基本的
態度としては，日経済の持続的成長の確保，口物価の安定，曰国際化に応ずる
体制の確立，をかかげ，昭和44年度の新しい経済政策の方向を明らかにしてい
る。すなわち新経済政策の某本的方向として， (1)景気政策と資源配分政策の調
和， (2)人間能力の関発， (3)成長と国民生活のための産業構造， (4)国際的交流
の拡大，が「豊かさへの挑戦」のために配慮されなければならないと主張して
いる 4)。更らに通商産業省は以上の如き政策の方向との関連を考慮してか否か
は知らないが，新通商産業政策の基本方向を発表している（昭和44年7月2日）。
その内容は， (1)経済の国際的展開（（イ）自由化の推進，（口）構造改善の強化，い経済協力
の推進，（二）海外進出，（ホ）貿易の振興）， (2)国民生活の質的充実（（イ）公害の防止と保安の
確保，（口）消費者物価対策の推進，り消費者利益の保護増進，（二）住宅産業の振興）， (3)経済
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発展の基礎条件の確保（（イ）基礎資源の開発促進， （口）産業立地対策の推進， 州労働力不
足への適応，（二）中小企業の近代化，しホ）流通部門の合理化）， (4)創造的発展への指向（（イ）
技術開発力の強化，（口）情報化の推進とシステム技術の開発， y、）新興産業の育成）＇である。
次に農林省の政策の基本方向であるが，ここでは余りにも繁雑であるので省略
する。
ところで以上のような政策の課題ないし政策の方向の，いわば政策コストな
いし裏付けとなる昭和44年度の予算について，その編成方針，特色および重要施
策の概要をみると次の如くである。先ず編成方針としては，日財政面から景気
を刺激することのないよう，財政規模は適度のものにとどめ，口国民負担の軽
減をはかるため，所得税および住民税の減税を行ない，国財政体質の改善をは
かるため，公債発行額を縮減して一般会計の公債依存度を引き下げ，四引き続
き総合予算主義の原則を堅持するとともに，歳出内容について社会経済情勢の
変化に即応した整理更新をはかり，地方財政の慎重な巡営と民間における堅実
な態度とあいまって，長期にわたる国民福祉の向上に努める，ことである。以
上の編成方針にしたがって編成された昭和44年度の予算の特色は， (1)公債依存
度の引下げ， (2)税負担の経減， (3)物価安定への配巌， (4)総合予算主義の堅持，
(5)適度な財政規模の推持， (6)財源の適正かつ効率的配分， (7)経済情努に対する
財政の弾力的運用のかまえ，などである。なお以上のような特色をもつ予算お
よび財政投融資計画についての重要施策は，（イ）税制の改正，（口）物価安定施策の
推進，か）社会保障の充実，（二）社会資本の整備，（ホ）農林漁業の近代化，（へ）中小企
業の近代化，（卜）文教および科学技術の振興，（チ）貿易の振奥，経済協力の推進，
（リ）地方財政の健全化，などである 5)。
かくの如く政策の課題は多様であり， 政策の方向は多岐である。 このこと
は，一面，政策が総花的に実施されていることと，政策的問題が余りにも多い
こと，政策の総合調整の必要，を意味しているが，他面，政策効果が不充分の
ため政策的問題が累積されて解消しないことを意味しているであろう。それは
政策と現実の乖離であるともいえる。そこでわれわれにとって必要なことは，
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現実の経済生活ないし経済社会における経済的矛盾を明確に認識し，それを解
決するために要請される課題を計画や政策の基本的前提として配慮することで
ある。そこで今日の経済社会の現状からみて，特にこれからの新経済計画や新
経済政策に要請される課題を考察すると。先す第一に，高度成長主義に対する
安定成長主義の実現，第二に，経済至上主義に対する人間尊重主義の貫徹，第
三に，経済的，社会的アンバランスより生起している社会的緊張の緩和，第四
に，人間の社会的生活に必要な最適産業構造の確立，を図ること，等が今日の
要請であり，政策的課題として重要であると考えられる。
さて以上の如き要請ないし課題が一応正しいと仮定すると，ここに思料され
ることは経済政策目的が必然的に多様化するということである。政策目的の多
様化については既に経済社会発展計画と国民所得倍増計画を比較してみても，
前者の計画ないし政策について政策目的の多様化が現われている。それは先に
述べた如<'前者が国民所得の倍増という一本柱ではなく，経済の効率化に最
重点をおき物価の安定と社会開発の推進を図る三本柱の政策体系だからであ
る。しかもこれからの新しい経済政策は経済の開発，社会の開発，のみでなく
更らに人間尊重という立場からの「人間性喪失の回復」と「人間能力の開発」，
端的にいえば「人間疎外の克服」をも政策的課題としてなければならない。そ
れ故に政策目的の多様化は必然的であり将来にわたって避けられないとも考え
られる。なお政策目的の多様化は最近の西欧諸国における一般的傾向でもあ
る。そこで経済政策研究における一般論として，政策目的の多様化について若
干の考察をしてみよう。しかじその前提として政策用語の統一的使用について
私見を述べておく。
私見によれば，政策目的 (en~s), 政策目標 (objectives),政策手段 (means),
政策用具 (instruments)を次の如く使用ずる。すなわち政策目的とは，一般的
究極目的（国民経済生活の充実）と特殊具体的目的（例えば経済社会発展政策に例を
とれば，経済開発と社会開発）であるが， 後者の特殊具体的目的の手段的内容で
ある経済の効率化，物価の安定，社会開発の推進など経済用語で表現すること
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ができ，かつ絶対量ないし順位を原則的に計画することができるものを政策目
標，そしてこの目標を達成するために経済量ないし経済構造に政府が介入しう
る仕方を政策手段，更らにもはや目的および目標それ自体をもたない方法ない
し技術として存在しうるに過ぎない最下位の政策手段を政策用具と称すること
にする。 もとより引用文献， 等の関係上から多少の交錯があるかも知れない
が，以上が私の使用方法であることを断っておく次第である。
そこで先ず西欧諸国における最近の経済政策の諸目標についてみると，主と
して短期的（臨機応変的）なものとして (1)完全雇用（景気循環により発生する失業
の解消という短期目標および構造的ないし摩擦的失業の解消という長期目標の両者を含
む）， (2)物価安定（主として短期目標であるが， いくつかの国では対象期間の末までに
は，より長期的課題であると認識し始めていた）， (3)国際収支の改善（金および外貨準
備の流出防止という短期的要請および国民総支出中の貿易比率の構造的変更といったよう
な長期目標の両方を含む）， 主として長期的（構造的）なもの（主要なもの）， (4)生
産の拡大（経済成長の長期にわたる促進に関するものである）， (5)生産要素の配分の
改善（この目標には，次のものが含まれている。 (a)国内競争の促進， (b)調整の促進， (c)
国内における労働の流動性の増大， (d)国内における資本の流動性の増大， (e)国際分業の促
進）， (6)社会的必要の充足（社会的必要は，次のように大別される， (a)一般行政事務，
(b)国防， (c)外交， (d)教育，文化および科学）， (7)所得と富の分配の改善（所得分配の
直接的変更，例えば，課税によってもたらされるもの，のみならず，間接的に，例えば，
社会保障制度によってもたらされる変更にも関するものである。より平等になるか，不平
等になるか，その方向の如何にかかわらず，意図された変更であれば，含まれる。所得に
ついてと同様に，富の再分配一例えば，相続税によるーも含まれる）， (8)特定の地域お
よび産業の保護育成（内外の競争の脅威下にある特定の産業の保護および例えば国家
計画などに基づき特定の産業または地域を優先的に取り扱うことの両方を含む），その他，
(9)個人消費のパターンの改善（政府が個人消費のパターンについて加えようとするど
んな変更も含まれる。買いたいものを買わせないようにすること，例，禁酒法もあれば，
買いやすくすること，例，消費者教育もある）， UO)供給の確保（基礎物資の供給の安定
， 
ヽ
580 闊西大學「純漬論集」第19巻第5号
に関するものである）， (1)人口の大きさおよび人口構成の改善（移民とか出生率に
対する政府の介入が含まれる）， (12)労働時間の短縮（週当り労働時間の短縮および法定
休日の増加の両方を含む）等があげられている 6)。 もとより， これらの数多くの
政策目標のなかより，各国の経済構造と環境，経済的矛盾と経済問題，などの
性格如何と政府ないし計画作成者が重要であると思われるものとの兼ね合いか
ら選択されるのであるから，政策目的の多様化， したがって政策目標の選好，
政策手段の選択もまた複雑，困難化するのは当然である 7)。それでは政策目的
が多様化する理由は何か。それは現実の経済社会が高度産業化社会へ移行し複
雑化してきたこと，内外の経済環境ないし経済条件の変化が著しいこと，人間
の社会的緊張が増大してきたこと，および経済体制が管理経済下にあること，
加うるに巨視的経済学，統計学の発達と計画技術の進歩，等のためであろう。
なお政策目的の多様化， 換言すれば， 「政策目的の多元論的形成」について，
ハチスン (T.W. Hatchison)は，かつての政策目的および政策基準の一元論的
な取扱いから，最近では，「高次の」抽象的な政治・倫理的な水準のものから，
「より低次の」特殊化された経済的・政策用具的な水準のものまで，少なくと
も部分的或いは段階的に対立する 3つ4つの目的一雇用，成長，物価安定のよ
うな目的を設定することが巨視ー経済政策問題の議論において極めて普通にみ
られるようになったと指摘している 8)0 
それ故に政策目的の多様化は，経済社会発展政策のみでなく，これからの新
しい経済計画や経済政策にも，いわば必然的に要請されるであろうから，政策
の体系や構造が複雑多様化することはいうまでもない。そこで経済政策を研究
する場合，或いは計画や政策の策定をする場合に必要なことは，次の如き問題
意識を明確に持っとともに，それを充分に解明することである。その第ーは，
政策目的， すなわち一般的究極目的（価値判断） と特殊具体的目的（事実判断）
の明示， 第二は，政策の諸目標（諸課題といってもよい）相互間の相剋の究明，
第三は，政策目標選好の論理化と政策手段選択の効率化，第四は，政策手段・
政策用具の斉合性の検討，第五は，政策全体の総合調整の確立，第六は，政策
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企画における計画指標評価の適正化， 第七は， 政策効果（望ましい成果と望ま
しからざる成果）の分析，等である。特に政策目標相互間の相剋については，高
次の究極的，本質的な目標と低次の現象的な目標，および競合的目標と補完的
目標のあつれきの可能性の問題を解明すること 9)' およひ計画指標評価の適正
化に留意することは政府ないし計画作成者にとって根本的に必要かつ重要なこ
とである。何故ならば前者の問題は，政策の構成と機能の合理性を，後者の問
題は政策の予測と効果の合理性を， したがって，それはともに政策の合理的策
定にとって必要かつ重要なこのだからである。いうまでもなく政策の合理的策
定とは，「政策の四囲の事情はいろいろに変化するが，その変化に対して“よい
結果”或いは更に“最適の結果”が得られるように，その手段の内容を定める
こと，これが政策の合理的策定ということである 10)」。なお政策の合理的策定
には， 経済分析（経済分析には測定の不正確，予想の誤謬などがある）， 行政的実行
性および政治的可能性の有無，他の諸政策との関係如何，などの勧告ないし検
討が必要である 11)。 ところで今日， 政策の合理的策定が必要であることは，
わが国経済の基本動向と今後の政策的課題の展望よりみても明らかなことであ
る。そこで昭和40年代 (44年を境とする）の，わが国経済の基本動向と政策的課
題を展望してみよう。
周知の如く， 昭和40年の始め公定歩合の三回にわたる引下げにもかかわら
ず， 10月底をついた景気は，従来の如く在庫投資に続いて設備投資の活発化，
個人消費支出の増大という形をとって回復しなかった。そこで政府は財政政策
（公共事業費支出の増加，財政投融資の促進，減税など）および金融政策（公定歩合の
引下げ，など引締の緩和措置）により景気刺激政策を実施したが， たまたま海外
の好況による輸出の好調な増大によって，いわゆる乗数効果が生じ，昭和41年
の上期には需要が増大し始めた。また設備投資も公共事業受注関係や非製造部
門において増大した。下期にはいると輸出は伸び悩み始め，公共事業費も上期
における支出の反動によって後退したが，かわって製造業の設備投資が景気を
主迎するようになり，続いて在庫投資，個人消費支出の培大という形をとって
11 
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景気は回復の歩調を速めた（昭和41年度は需要超過型経済）。昭和42年にはいって，
鉱工業生産の伸びは特に著しく，いわゆる大型景気の様相が明らかになった
（鉱工業生産が1彩伸びるには1億ドルの原材料などの輸入が必要である）。 そして 9
月には景気の過熱と国際収支の赤字（外貨準備高は19億ドル台を割る）を恐れた政
府は，財政政策と金融政策の，ポリシー・ミックスによって，可成り強力な引
締政策を採用したが，その効果は希薄であったといえよう （昭和42年度は同じく
需要超過型経済）。 続いて昭和43年には引締の緩和もあったが，従来にない異常
な輸出景気の結果，国際収支は好転して外貨準備高は大幅に増大した（昭和43年
度は同じく需要超過型経済）。昭和44年9月には引締政策が採られたが，大型景気
は持続し，国際収支は黒字基調を定着化 (10月末の外貨準備高は32億2千万ドル台
に達している）し，わが国経済の高度成長は物価騰貴と社会資本の立ち遅れを残
しなながらも遥ましいテンポで依然として続いている（昭和44年度は供給超過型経
済）。
次に日本長期信用銀行が発表（昭和44年10月）した昭和40年代後半の経済展望
によると，昭和44年度から昭和50年度までの，わが国経済の成長率は実質（昭・
和40年価格）で平均 1.3%, 名目で 15.9%の高成長が予測され，これに伴なっ
て卸売物価は年平均0.79:る，消費者物価は同じく5.6;lると定期預金金利 （現在最
高は1年もの5.5彩）を上回る物価上昇が続いて高成長・高物価型経済となり，こ
れを反映して賃金も大幅に上昇し，この結果，賃金と物価の悪循環によるコス
ト・インフレーションを招き昭和40年代後半の，わが国経済社会に与える最大
の政策的課題は，如何にしてインフレーションを抑制するかということである
といわれているm。 また高度成長に伴なう需要の大型化， 多様化に対応する
ため， 産業のシステム化（住宅関連産業，都市開発産業， 海洋開発産業など）が進
み，加うるに経済規模の拡大に対応してエネルギー資源など原材料を安定的に
確保する目的から，企業の海外進出が活発となるなど，高度成長過程で生産構•
造の質的な変化が促進されるとみられている。私見によれば，昭和40年代後半
三這
から昭和50年代にかけて，わが国の産業構造は著しく高度化し産業社会は高度
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産業化社会ないし脱工業化社会といわれる段階へと脱皮するであろう。この社
会では生産性の追求と省力投資により超技術産業，省力産業が，更に情報産業，
海洋開発産業，原子力産業，レジャー産業，公害防止産業，などが，また産業
のシステム化や，したがって，システム・エンジニアリングやソーシャル・テ
クノロジーが進展し， それはガルプレイス (T.K Galbraith)がいう如く， 大
企業体制のもとでテクノストラクチュアが経営の支配権を掌握する13),高度の，
知識産業の社会であろう。以上のような意味での高度産業化社会においては，
産業と生活の断絶，人間性の喪失，社会的緊張の増大， したがって経済的，社
会的アンバランスは益々拡大するかもしれない。ここにおいて焦眉の急を要す
るのは，既に述べた如<'高度成長主義に対する安定成長主義の実現，経済至
上主義に対する人間尊重主義の貫徹，経済的，社会的アンバンスより生起して
いる社会的緊張の緩和，人間の社会的生活に必要なる最適産業構造の確立，を
図ることを基本的前提とする総合経済計画とこれを達成する実践的経済政策を
合理的に策定することである。しかしそのためには，何といっても，わが国の
経済体制と機能体質を強化することが必要である。しからばそれは如何にして
可能であろうか。端的にいえば，そのためには混合経済体制の推進，貨幣およ
び価格機構の統制的使用，平衡力の作用，国家の経済に対する総合経済計画政
策による介入が必要である。わけても混合経済体制の推進には私的経済部門の
近代化と合理化の促進および公的経済部門の拡大と能率化の促進が伴なわなけ
ればならない。そうでなければ「高福祉」や「豊かさへの挑戦」は不可能では
ないとしても容易なことではないであろう。
なお参考までに最近発表された新経済社会発展計画の資料（中期マクロモデル
による成長パターン）をあげておこう。14)
1)鹿野義夫編「経済社会発展計画の解説」昭和42年， 70-73頁， 参照。大来佐武郎
「日本経済のビジョン』昭和43年， 40-41頁，参照。
2)所得政策とは，賃金その他の貸幣所得を国民総生産の増加率に結びつけてゆく政策
のことであり，これには，労使の代表が中心となって協調する北欧型，国民経済の生
産性を絶対的な基準として政府が労使に説得するアメリカのガイド・ボスト政策，ぃ
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わば北欧型とアメリカ型の中間的なものとしてのイギリス型，すなわち生産性を基準
とはするが，貨幣所得の増加率が弾力的な運営によって行なわれ生産性を基準とはす
るが，貨幣所得の増加率が弾力的な運営によって行なわれるもの，などがある。わが
国では， 日経連，生産性本部，通称，熊谷委員会（阪大教授），馬場委員会(-橋大
教授）などで研究ないし提案がなされている。
3)ここに政府固定資本形成とは，わが国内にある固定資産に追加される財貸とサービ
スの合計額（国内総固定資本形成）のうち政府（国と地方）によって追加された財貨
とサービスの合計額であり，具体的には，政府企業の設備，住宅建設，公共の道路，
港湾，庁舎建設，などである。
4)昭和44年度「経済白書」 259-291頁，参照。
5)小田村四郎編「日本の財政」昭和44年， 115-122頁，参照。
6) E. S. Kirschen and Associates, Economic Policy in our Time, Vol. I, 1964, 
pp, 5-6. E・S・カーシェン他著，渡部経彦監訳「現代の経済政策』上巻，昭和40
年， 6-7頁。
7)政策目標の選好，政策手段の選択における優先順位ないし重要度の決定には， (1)支
配的 (Dominant),(2)重要 (Significant),(3)通常 (Minor),(4)無関心 (Negligi
ble), (5)反対 (Hostile) の5分類により形式論理的に， かつ政策コストの配分を重
要度に応じて効率的に適正化することである。 （参考文献，同上，原著pp.226-227. 
邦訳沓， 268-269頁。）
8) T. W, Hutchison,'Positive'Economics and Policy objectives, George Allen 
and Unwin 1964, pp. 199. T・W・ハチスン著，長守善監訳「経済政策の目的』，
昭和40年 297-298頁。
9) K. E. Boulding, Principles of Economic Policy, 1958, pp. 132-133. 内田忠
夫監修，邦訳害， 124頁。
10) H. Theil, Economic Forecasts and Policy, 1961. 
アンリ・タイル著， 岡本哲治訳『経済の予測と政策J昭和39年， 5頁。
11) Cf., D, S. Watson, Economic Policy-Business and Goverment, 1960, p. 12, 
12)ここに需要インフレーション (demand-pullinflalion) とは総需要の過剰な状態
である。一般に， 「インフレーションという言葉は，ある明白な事柄をいい表わすも
のである。生計費の高騰，卸売物価の上昇，原料価格の騰貴，賃金の上昇，株価の高
騰，なんらかの意味における通貨試の膨脹，貿易収支の入超，財政の赤字，産業のか
かえている受注残高の増大，商品の貯蔵目的による投機的買いだめ，投機一般，労働
力または原料の不足傾向といったものをあげることができよう。」 これはハロットの
言葉である。 R.F.ハロット著「安定成長の通貨政策』 1958年，原著者序，邦訳密，昭
和35年， 13頁。
14 
需要インフレーションに対してコスト・インフレーション (cost-pushinflation) 
といわれるのは，生産コストの圧迫によって生ずる物価の上易を意味し，それは生産
経済社会発展計画に関する若干の政策的批判（松原） 585 
コストの増加率が労働生産性の増加率を上廻ることが原因で，これには労貿コスト・
インフレーション，オーバーヘッド・コスト・インフレーション（生産制限による操
業率の低下のためのコスト上昇など）， 原料，動力，輸送コスト・インフレーション
等があるが， しかし需要インフレーションとコスト・インフレーションとは，必らず
しも分離しうるものではないと考えられる。したがってインフレーションを防止する
ため，または進行中のインフレーションを停止させるためにどのような型の手段を取
るべきかは，もちろんある程度まで，そのインフレーションがどのような種類のイン
フレーションかという診断に依存しなければならない。特に関連があるのは，デマン
ド・プルとコスト。プッシュのどちらが原因かということであり，さらに両方が原因
である場合には，それらの相対的な強さである。一般に，需要インフレーションを押
えるための特に効果的な対策は，貨幣政策と財政政策によって全般的需要を統制し，
制限し，削減する政策であり，他方コスト・プッシュ・インフレーションの場合に
は，貨幣政策と財政政策のでる幕はなく，労働組合の力を抑制する手段，あるいはお
そらく券占産業における競争をさかんにする手段が必要となると考えられるであろ
う。 G.Haberler, Inflation, Its Causes and Cures, 1966. 加藤寛孝・ 小山高雄，
邦訳苦，昭和44年， 172頁。
13) J. K. Galbraith, The New Industrial State, 1967. 石川他共訳『新しい産業国
家』昭和43年， 91頁，参照。
14)新経済社会発展計画の成長バターン（主要指椋の年平均増加率形）
38~43 
年度
年平均
増加率
11.1 
8.9 
6.3 
10. 7 
13.8 
19.1 
16.3 
14.8 
（実質）
国民総
個人消股'，
政府経常
政府固定
民間設備
民間住宅
輸出
輸入
（名目）
国民総生産 16.0 12.5 13.8 15.5 16.4 17.4 15.7 17.5 
国民所得 15.3 12.1 13.5 15.0 16.1 17.1 15.4 17.2 
法人所＇得 14.8 6.3 10.9 14.7 16.9 19.3 14.8 19.3 
濯用者所得 15.9 14.6 15.4 16.7 17.5 18.2 17.0 18.3 
一人当たり屈用者所得 12. 3 10, 8 1. 5 12. 8 13. 4 14. 1 13. 0 14. 2 
個人消殺支出デフレーター 5.2 4.1 4.3 4.9 5.3 5.7 5.5 6.1 
民間在廊残高デフレーター 1.4 1.0 1.0 1.4 1.3 1.3 1.2 1.2 
鉱工業生産指数 14.0 8.8 10.5 12.1 13.1 14.5 12.0 14.3 
海外経常収支（億ドル） 52.4 43.8 26.3 19.7 18.4 36.7 26.7 
需給バランス(%) 7. 3 5, 7 3. 5 2. 3 0. 7 3. 6 0. 8 
（注イ） A~Eは，今後，輸入活用の効果をおり込んだ場合であ IJ, F, Gは今後
の輸入促進の努力をとくにおり込まない場合
（注口）海外経常収支（平均），億ドル，需給バランス（平均％）以外は年率形
?????
? ????????
A 
8.5 
8.5 
6.5 
10. 5 
5.3 
14.4 
12.7 
10.2 
?
??????
???
?
10.8 
9.6 
6.5 
13.0 
12.6 
16.8 
13.3 
13.6 
?
???????
?
12.4 
10.3 
6.5 
15.0 
16.4 
17.8 
14. 7 
15.8 
?
????????
?
12.3 
10.1 
6.5 
15.0 
16.3 
17.2 
14.8 
15.1 
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